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＜本章の構成＞
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※本章においては、災害応急対策のうち、地震災害に特有の事項のみを記載している。本章に記載するもののほか、災害全般に共通の災害応急対策については、第3章「災害応急対策計画」を参照。
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[bookmark: OLE_LINK23]＜各節の実施主体一覧＞
	節
	項
	実施主体

	
	
	対策本部等
	関係機関

	第１節 災害対策本部組織及び災害警戒本部組織計画
	-
	総括班
	-

	第２節 動員配備計画
	第１項 配備体制
	総括班
	-

	
	第２項 職員の参集
	総括班
	-

	
	第３項 震災応急対策の時間的目安
	総括班
	-

	第３節 情報収集伝達計画
	第１項 地震に関する情報の収集
	総括班
	-

	
	第２項 被害情報の収集及び報告
	総括班
	-

	
	第３項 広報の実施
	総括班
	-

	第４節 避難収容計画
	-
	総括班、土木建築班、教育班
	-

	第５節 救出計画
	-
	総括班
	消防機関

	第６節 二次災害の防止
	第１項 震災消防活動
	総括班
	消防機関

	
	第２項 余震、降雨等に伴う二次災害の防止
	総括班、土木建築班
	-

	
	第３項 ため池施設災害応急対策
	環境農林班
	-
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[bookmark: _Toc377398085][bookmark: _Toc377416522]災害対策本部組織及び災害警戒本部組織計画
災害対策本部等の設置基準
一般災害対策と同様に、本町の地域において大規模な地震が発生し、または発生するおそれがある場合、次の基準に基づき「宇美町災害対策準備体制」、「宇美町災害警戒本部」及び「宇美町災害対策本部」を設置し、緊密な連絡と協力の下に、災害予防対策並びに災害応急対策を実施する。

[bookmark: OLE_LINK25]＜対策本部等の設置基準＞
	区分
	本部長
	配備体制
	設置基準

	準備
体制
	危機管理
課長
	第１次配備
	1． 町近郊において震度4の地震が観測されたとき

	警戒
本部
	危機管理
課長
	第２次配備
	1． 町近郊において震度4の地震が観測され、自主避難の申出があったとき
2． その他、危機管理課長が必要と認めたとき

	対策
本部
	町長
	第３次～４次配備
	1． 町近郊において震度5強以上の地震が観測され、比較的軽微な規模の被害、若しくは局地的な被害発生のおそれがあるとき
2． 町近郊において震度6以上の地震が観測され、総合的な対策を必要とするとき（第４次配備）町全域ではないが、被害が特に甚大なとき
3． 町全域にわたって大規模な被害が発生し、若しくは発生が予想されるとき（第４次配備）
4． 町全域ではないが、被害が特に甚大なとき（第４次配備）
オ．その他、町長が必要と認めたとき



※この他の対策本部体制に関する事項は、一般災害対策編における体制に準ずる（第３章第１節「災害対策本部組織及び災害警戒本部組織計画」参照）

地震災害対策編
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地震災害対策編
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[bookmark: _Toc377398086][bookmark: _Toc377416523]動員配備計画
[bookmark: _Toc377416524]配備体制
各配備区分における体制を以下に示す。

[bookmark: OLE_LINK27][bookmark: OLE_LINK28]＜配備体制＞
	体制
	配備区分
	主な配備基準
	配備職員

	準備体制
	第１次
配備
	1． 町近郊において震度4の地震が観測されたとき


	危機管理課管理職員、係長及び職員

	警戒本部体制
	第２次
配備
	1． 町近郊において震度4の地震が観測され、自主避難の申出があったとき
2． その他、危機管理課長が必要と認めたとき
	各班の所要の人員

	対策本部体制
	第３次
配備
	1． 町近郊において震度5以上の地震が観測され、比較的軽微な規模の被害、若しくは局地的な被害発生のおそれがあるとき
	各班の所要の人員

	
	第４次
配備
	1． 町近郊において震度6以上の地震が観測され、総合的な対策を必要とするとき
2． 町全域にわたって大規模な被害が発生し、若しくは発生が予想されるとき
3． 町全域ではないが、被害が特に甚大なとき
4． その他、町長が必要と認めたとき
	各班の全員




[bookmark: _Toc377416525]
職員の参集
職員の自主参集
あらかじめ定める配備要員は、所定の動員方法による他、夜間及び休日において地震による揺れを感じたときは、テレビやラジオ等により震度情報を確認し、次の基準により自主的に本庁に登庁し、本部機能を確保する。

＜自主参集の基準＞
	配備要員
	震度の基準

	第１次配備要員
	震度4

	第２次配備要員
	震度4

	第３次配備要員
	震度5以上

	第４次配備要員
	震度6以上



対策本部機能の代替
激甚な被害のため町災対本部機能の確保が困難な場合、発生直後の情報収集や伝達、防災関係機関との連絡調整等の初動対応について、あらかじめ定められた職員により緊急的な町災対本部機能の確保を図る。

職員の安否確認
大規模な地震が発生した場合においては、以下の手順で参集職員の把握及び職員の安否確認を行う。
また、勤務時間内において、特に被害（震度）の大きい地域に居住している職員等には、早急に家族等の安否確認を行わせる。

＜職員の安否状況確認手順＞
	1.各班長は、参集者を把握して総括班長へ報告する。
2.総括班長は、参集者を把握して、町災対本部長に報告する。
3.対策本部は、職員等被災状況をまとめ、安否確認、支援等の対策を検討する。



※この他、動員配備に関する事項は、一般災害対策編に準ずる（第３章第２節「動員配備計画」参照）



[bookmark: _Toc377416526]震災応急対策の時間的目安
震災応急対策の時間的目安を以下に示す。

＜震災応急対策の時間的目安＞*[footnoteRef:1] [1: * ●　資料6.2.1「地震関連図」] 

	主な
応急対策
	地震発生～24時間
	地震発生24時間位～３日目
	地震発生３日目位～１週間

	被害情報の収集伝達
	· 各班からの被害情報の収集伝達
· 消防本部、消防団等からの被害情報の収集伝達
· その他関係機関からの被害情報の収集伝達
	· 建物等の被害情報の収集伝達
· ライフライン被害情報の収集伝達
· 交通、公共施設等の被害情報の収集伝達
· 被災者の生活情報の収集伝達
	· 被災者の生活情報の収集伝達

	住民への
広報
	· 被害状況（特に火災発生）に関する情報
· 避難勧告及び安全な避難所に関する情報
· パニック防止に関する情報
	· 各種被害状況に関する情報
· 避難所に関する情報
· 救援救護に関する情報
· 行政の対応に関する情報
	· ライフライン等の復旧状況に関する情報
· 避難所に関する情報救援救護に関する情報
· 各種相談窓口開設に関する情報

	避難
	· 避難所の開設、運営
· 避難人員及び避難状況の把握
· 特設公衆電話の設置
	· 避難所の運営
· 避難所への飲料水、食糧、生活必需品等の供給
· 仮設トイレの設置及び衛生管理
· 特設公衆電話の増設
	· 避難人員、生活状況の実態把握

	広域応援
	· 自衛隊の派遣要請と受入れ
· 災害救助法適用の申請
· 県、周辺市町への応援要請 
	· 広域応援の受入れ
· 救援物資の受入れ
· ボランティアの受入れ
	

	人命救出・医療活動
	· 生き埋め者等の救出活動
· 負傷者等の救急医療活動
	· 生き埋め者等の救出活動
· 負傷者等の救急医療活動
· 医療救護所の開設、運営
· 後方医療機関への搬送
	· 負傷者等の救急医療活動
· メンタルケア

	救援
	· 救護活動
· 食糧、飲料水の確保及び供給
· 生活必需品の確保及び供給
	· 食糧、飲料水の供給
· 生活必需品の供給
	· 水道復旧による生活用水の供給
· 救援物資の配給

	交通規制
	· 緊急輸送
· 交通規制
· 緊急交通路の確保
	· 緊急輸送
· 交通規制
· 緊急交通路の確保
	· 交通規制
· 緊急交通路の確保

	消火活動
	· 火災の初期消火
· 火災の延焼状況の予測
· 危険物等の火災防止対策
	· 火災の延焼拡大の防止
· 危険物等の火災防止対策
	

	要配慮者への対応
	· 安否の確認、緊急介護
· 避難所でのケア
	· 安否の確認、緊急介護
· 避難所でのケア
· 在宅要配慮者の施設への受入れ
	· 安否の確認、緊急介護
· 避難所でのケア
· 在宅要配慮者の施設への受入れ

	遺体捜索・収容埋葬
	
	· 遣体の捜索、搬送
· 火葬場等の確保
	· 遺体の収容埋葬

	ライフ
ライン
	· ライフラインの復旧
	· ライフラインの復旧
	· ライフラインの復旧

	廃棄物対策
	
	
	· ゴミ、し尿処理
· 災害廃棄物処理

	生活再建
	
	
	· 災害相談窓口の開設
· 罹災証明等発行の準備
· 応急仮設住宅建設の準備
· 被災建物応急修理の準備
· 学校再開の準備




地震災害対策編
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[bookmark: _Toc377398087][bookmark: _Toc377416527]情報収集伝達計画
※本節に定める事項のほか、震災時の情報の収集及び伝達に関しては、第３章第４節「被害情報等収集伝達計画」及び第５節「災害広報計画」を参照

[bookmark: _Toc377416528]地震に関する情報の収集*[footnoteRef:2] [2: * ●　資料6.3.1「気象庁震度階級」] 

町は、福岡管区気象台または気象庁本庁より発表される以下の地震に関する情報を把握し、必要な措置をとる。

＜福岡管区気象台、気象庁本庁が発表する地震に関する情報＞
	情報
	内容

	緊急地震速報（警報）
	地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震波を解析することにより、地震の強い揺れが来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる警報である。ただし、震源付近では強い揺れの到達に間に合わない場合がある。また、ごく短時間のデータだけを使った速報であることから、予測された震度に誤差（±１程度）を伴う。

	震度速報
	地震発生約１分半後に、震度３以上を観測した地域名（全国を約１９０地域に区分）と地震の発生時刻を速報する。

	震源に関する情報
	地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）を発表。「津波の心配なし」又は「若干の海面変動があるかもしれないが被害の心配はなし」を付加して発表する。

	震源・震度に関する情報
	地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、震度３以上の地域名と市町村名を発表する。なお、震度５弱以上と考えられる地域で震度を入手していない地点がある場合は、その市町村名を発表する。

	各地の震度に関する情報
	震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）を発表する。なお、震度５弱以上と考えられる地域で震度を入手していない地点がある場合は、その地点名を発表する。

	地震回数に関する情報
	地震が多発した場合、震度１以上を観測した地震の回数を発表する。





[bookmark: _Toc377416529]被害情報の収集及び報告
被害中心地及び被害規模の推定
大規模地震が発生した場合、活動体制の規模、広域応援要請、自衛隊派遣要請の必要性とその規模及び災害救助法の適用の必要性等を早期に判断する必要があるため、早い段階で被害規模を把握することが重要である。
町は、災害発生直後において、以下の情報を収集して被害規模の把握に努める。
1． 概括的被害情報
2． ライフライン被害の範囲
3． 医療機関へ来ている負傷者の状況
4． 自衛隊（震度５弱以上の場合）、警察、消防等がヘリにより上空から取得した情報及び画像情報
5． その他被害の規模を推定するための関連情報

初動時期における被害情報の収集及び報告（第一報）
地震発生直後の初動対策を実施する上で必要な優先情報として、次の災害情報を迅速かつ臨機応変に収集し、把握できた範囲から直ちに県に報告する。なお、これらの情報の収集は、周辺で感知できる範囲若しくは登庁途中における目視調査等概略把握結果とするが、順次関係機関等との情報交換を行い、正確な情報の把握に努める。
1． 地震情報、火災情報及び異常現象に係る情報
2． 人命救助に係る情報
3． 建築物の被害状況
4． その他初動対策に係る情報

行方不明者に関する情報の取扱い
行方不明者の数については、捜索・救助体制の検討等に必要な情報であるため、町は、住民登録の有無にかかわらず、町内で行方不明となった者について、警察等関係機関の協力に基づき正確な情報の収集に努める。また、行方不明者として把握した者が、他の市町村に住民登録を行っていることが判明した場合には、当該登録地の市町村（旅行者など住民登録の対象外の者は外務省）または県に連絡する。

応急対策活動情報の連絡
町は、県に応急対策の活動状況、対策本部設置状況等を連絡し、応援の必要性等を連絡する。また、県より、県の実施する応急対策の活動状況等の連絡がなされる。


[bookmark: _Toc377416530]広報の実施
広報内容
大規模な地震発生後は、通信施設の途絶等により情報不足が混乱を招くことになる。そのため、迅速かつ的確に被災地住民をはじめ住民に広報を行い、災害に対する情報ニーズの増加、情報不足による混乱の防止に努める。
震災時の広報内容は、第３章第５節「災害広報計画」に定めるもののほか、以下の事項とする。
1． 発生した地震に関する観測情報
2． 余震等、地震の発生に関する今後の見通し
3． 余震対策に関する情報

避難に関する広報
町は、地震（本震・余震）に関する情報の発表があった場合、直ちに防災行政無線等により、住民等に本震・余震の情報を伝達し、倒壊するおそれのある建築物等から退避し、堅牢で安全な施設に避難するよう広報する。また、可能な限りラジオ、テレビの放送を聴取するよう周知する。




[bookmark: _Toc377398088][bookmark: _Toc377416531]避難収容計画
※本節に定める事項のほか、住民の避難収容に関しては、第３章第８節「避難計画」を参照

避難準備情報、勧告及び指示の発令
町長、その他避難の指示等の権限を有する者は、大規模な地震の発生等により危険が急迫している場合、危険区域の居住者、残留者に対し避難の立ち退きを勧告し、または立ち退きを指示する。
避難準備情報、勧告及び指示の発令は、以下の基準に従って行う。

＜避難準備情報、高齢者等避難及び指示の発令基準＞
	区分
	基準

	避難準備情報
	1． 地震予知の情報が発せられ、避難の準備を要すると判断されるとき
2． その他諸般の状況から避難準備を要すると認められるとき

	高齢者等避難
	1． 地震予知の情報が発せられ、避難の準備を要すると判断されるとき
2． 地震後の地すべり、山崩れ等により危険が切迫しているとき
3． 余震により、建物等の倒壊の危険があるとき
4． その他人命保護上、避難を要すると認められるとき

	避難指示
	1． 状況がさらに悪化し、避難すべき時期が切迫したとき
2． 災害が発生し、現場に残留者があるとき
3． その他緊急に避難する必要があると認められるとき



避難行動要支援者の安否確認
町は、地域の自主防災組織、消防団や民生委員等の協力のもと、地震発生後速やかに避難行動要支援者名簿を活用して避難行動要支援者の安否確認を行い、避難所への誘導を行う。

指定避難所の被害状況の確認
地震発生後、指定避難所の開設を要する場合において、町は、施設及び資機材の被害状況の確認、建物の応急危険度判定の実施等を行い、指定避難所の利用可否を判断し、必要な措置をとる。




[bookmark: _Toc377398089][bookmark: _Toc377416532]救出計画
※本節に定める事項のほか、震災時の救出活動に関しては、第３章第１２節「救出計画」を参照

救出活動における住民及び自主防災組織の役割
地震発生直後における倒壊家屋等の生き埋め者の救出は、地域住民、自主防災組織に依拠するべき部分が極めて大きい。そのため、住民及び自主防災組織は、地震発生直後から、自発的に被災者の救助・救急活動を行うとともに、救助・救急活動を実施する各機関に協力するよう努める。
また、町は、地震直後から地域の住民、事業所等に対し、各種広報手段を用いて倒壊家屋の生き埋め者等に対する救出活動等への協力を喚起する。



[bookmark: _Toc377398090][bookmark: _Toc377416533]二次災害の防止
[bookmark: _Toc377416534]震災消防活動
出火防止措置及び初期消火
火災による被害を防止または軽減するため、住民、事業者、自主防災組織等は、地震発生直後の出火防止、初期消火を行う。また、町及び関係機関は、地震発生直後から、あらゆる方法により住民等に出火防止及び初期消火の徹底について呼びかける。

震災消防活動の基本方針
地震による火災は、同時多発するほか、土砂災害等と同時に発生する場合が多く、消防隊の絶対数が不足するとともに、消防車などの通行障害が発生するため、すべての災害に同時に対応することは極めて困難となる。このため、早期に応援要請の考慮を行い、消防活動においては、消防力の重点投入地区の選定や延焼阻止線の設定等、消防力の効率的運用を図る。

[bookmark: _Toc377416535]余震、降雨等に伴う二次災害の防止
水害・土砂災害対策
危険箇所の点検
町は、余震あるいは降雨等による二次的な水害・土砂災害等の危険箇所の点検を、地元在住の専門技術者（コンサルタント、県・市町村職員のOB等）、福岡県防災エキスパート協会、福岡県砂防ボランティア協会、斜面判定士等へ協力要請するほか、国のアドバイザー制度を活用して行う。
※アドバイザー制度・・・(社)全国防災協会が学識経験者、土木研究所、国土地理院からなるアドバイザーを委嘱し、二次災害の防止に関して助言を行う制度

危険箇所における避難の実施等
点検の結果、危険性が高いと判断された箇所については、関係機関や住民に周知を図り、不安定土砂の除去、仮設防護柵の設置等の応急工事、適切な警戒避難体制の整備などの応急対策を行うとともに、災害の発生のおそれのある場合は速やかに適切な避難対策を実施する。

建築物災害対策（被災建築物応急危険度判定）
町は、被災した建築物等の余震等による倒壊、部材の落下等から生じる二次災害を防止し、住民の安全を確保するため被災建築物の応急危険度判定を行う。応急危険度判定は、登録された応急危険度判定士を活用して、建築物の被害の状況を調査し、余震等による二次災害発生の危険の程度の判定・表示を行うものとする。
宅地災害対策（被災宅地危険度判定）
町は、被災した宅地における余震等による二次災害を防止し、住民の安全を確保するため被災宅地の危険度判定を行う。危険度判定は、登録された危険度判定士を活用して宅地の被害の状況を調査し、余震等による二次災害発生の危険の程度の判定・表示を行うものとする。

[bookmark: _Toc377416536]ため池施設災害応急対策
ため池は、かんがい用水施設として欠くことのできないものであり、万一、災害によりこれらの施設設備が被害を受けた場合、下流域に大きな二次災害を発生させるおそれがある。
このため、町及び関係機関は、ため池施設の被災に円滑に対応するための以下の措置を講ずる。

＜ため池施設の応急対策＞
	実施者
	実施事項

	町
	1． 被害が生じた場合は、速やかに県、関係機関へ通報する。
2． 人命を守るため、ため池下流の住民を安全な場所へ避難させる。
3． 被害を拡大させないよう早急に応急工事を実施する。

	関係機関
	1． 管理団体において、ため池に決壊のおそれが生じた場合、住民の避難が迅速に行えるよう速やかに町に通報する。
2． 地震の発生により堤体に亀裂等が確認され決壊のおそれが生じた場合、緊急に取水施設を操作し貯留水を放流する。
3． 町が実施する応急対策について協力する。



image1.emf
第３節 情報収集伝達計画

第２節 動員配備計画

第１節 災害対策本部組織及び災害警戒本部組織計画

第６章　地震災害応急対策計画

第７章　地震災害復旧・復興計画

第６節 二次災害の防止

第５節 救出計画

第４節 避難収容計画

宇

美

町

地

域

防

災

計

画

第１章 総　則

第２章 災害予防計画

第３章 災害応急対策計画

第４章 災害復旧・復興計画

第５章　地震災害予防計画


